
 芦屋市 法適用申請に対する処分個票 

ID: 1623   

担当部署: こども福祉部 こども家庭室 こども政策課  

処分の概要 肢体不自由児通所医療費の支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の5の29第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【根拠条文】 

第21条の5の29 市町村は、通所給付決定に係る障害児が、通所給付決定の有効期間内におい

て、指定障害児通所支援事業者(病院その他内閣府令で定める施設に限る。以下この款にお

いて同じ。)から児童発達支援のうち治療に係るもの(以下この条において「肢体不自由児通

所医療」という。)を受けたときは、当該障害児に係る通所給付決定保護者に対し、当該肢

体不自由児通所医療に要した費用について、肢体不自由児通所医療費を支給する。 

2 肢体不自由児通所医療費の額は、1月につき、肢体不自由児通所医療(食事療養を除く。)に

つき健康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額から、当該通所給

付決定保護者の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額(当該政令で定

める額が当該算定した額の100分の10に相当する額を超えるときは、当該相当する額)を控

除して得た額とする。 

3 通所給付決定に係る障害児が指定障害児通所支援事業者から肢体不自由児通所医療を受

けたときは、市町村は、当該障害児に係る通所給付決定保護者が当該指定障害児通所支援事

業者に支払うべき当該肢体不自由児通所医療に要した費用について、肢体不自由児通所医

療費として当該通所給付決定保護者に支給すべき額の限度において、当該通所給付決定保

護者に代わり、当該指定障害児通所支援事業者に支払うことができる。 

4 前項の規定による支払があつたときは、当該通所給付決定保護者に対し肢体不自由児通所

医療費の支給があつたものとみなす。 

 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成28年4月1日 最終変更年月日 令和6年4月1日 

 


